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東京都障害者施策推進協議会専門部会起草案の検討方法について
　8月8日東京都障害者福祉推進協議会専門部会において、副座長を務める栃本一三郎氏より東京都障害福祉計画の起草委員として重大な発言があった。「東京都は事務局原案を提示してきたが起草委員としては、基本的理念の提案をしたのち原案作成に取り掛かるのが通常にもかかわらず事務局案を撤回しようとはしなかった。基本原案を変更するよう再三再四訴えたにもかかわらず、起草委員の発言を無視して原案を押し通そうとした。これでは起草委員の役割は果たせないものと考え反省を促したが、改善されなかった。」という内容であった。

また、推進協議会の精神障害当事者の委員である小金澤氏、知的当事者委員の橋本氏からも自分たちの言葉が一切入っていない原案では、何のために委員に選ばれたのか意味がないとの発言もあり会議は紛糾した。

　市民参加を標榜し、当事者委員の参加のもとに進められている委員会において、障害当事者が起草委員になることを要望しても歴年黙殺し、さらに起草を依頼した委員にすらその実質的な参加を拒否するような東京都側の姿勢は糾弾されてしかるべきものである。

　さらに国の施設から在宅への移行という基本方針に背き、東京都では委員に相談することもなく全区市に障害者入居施設を作る案を起草案の中に入れた、しかも施設入居者数をこれ以上増やさないという07年の答申に反し、施設入居者数は275人も3年間に増加している。都外施設利用者も3,300名を越えいまだにその新規利用の抑制もしていない。西多摩地区の旧来の入居施設も新規利用を許しており、施設入居者数は今後倍増する見込みとなった。新設される施設はグループホーム、ケアホームを30人以上入居できるものにしたい意向を一方的に決めた。

70％を占める1法人1施設のグループホーム、ケアホームは地域特性を生かし、利用者特性に合わせた地元住民が長年かかり作り上げたものである。この歴史あるグループホーム、ケアホームを統廃合し、大規模施設の直営で再編し運営効率を図ろうとしている。この案に対しては委員の多くが反対しているにもかかわらず強引に推し進めようと図っている。

知的障害者、精神障害者の施設から地域への移行の基本ベースである居宅での介助者を入れての地域生活は今後費用がかかるので進めたくない意向が見え隠れしている。障害者が1970年代の府中闘争で訴えた「施設ではなく地域で暮らしたい」という訴えは、今の東京都行政には理解できないようである。このような歴史認識と自立の理念さえ軽視する行政に起草を任せるわけにはいかない。今の起草案は白紙撤回をし、当事者委員を入れ、起草委員会を再編成することを要望する。
